
 代表取締役社長の岩本でございます。 
 
 それでは、第2四半期の決算、通期業績予想などをご説明いたします。 
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 まずは、第2四半期決算です。 
 
 4ページをご覧ください。 
 

3 



 最初に、第2四半期決算の全体状況をお話しします。 

 

 受注高については、対前年同期比で＋1,383億円と大幅増を達成しました。 

 

 また、売上高については、+81億円の増収となりましたが、一方、利益については主に国内
の不採算案件により前年の水準を大きく割り込み、減益となりました。 

 

 それぞれの増減理由については、セグメント別にご説明いたします。 

 5ページをご覧ください。 
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 まずは受注高です。 

 

 受注高については、 

第1四半期に引き続き全てのセグメントで前年を上回ることができました。 

 

 パブリック＆フィナンシャル,P&Fにおいては、単体における既存大規模システム等の受注な
どによって334億円の増加となりました。 

  

 エンタープライズＩＴサービス,E-ITにおいても同様に247億円の増加となりました。 

  

 ソリューション＆テクノロジー,S&Tにおいては、既存子会社の受注増等により、34億円の増
加となりました。 

  

 グローバルビジネス,GBは、特に大きな伸びとなりました。増加理由には、約340億円の為替
影響が含まれますが、現地通貨ベースでも北米や欧州を中心として受注増を達成しておりま
す。 

 

 続いて6ページをご覧ください。 
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 売上高については、GB、S&Tが増収となった一方、E-IT、P&Fが減収となりました。 

 

 GBについては、約280億円の為替影響に加え、北米を中心に増収を達成しました。 

 S&Tにおいては、ビックデータ需要の拡大などを背景に、57億円の増収となりました。 

 

 P&FやE-ITにおいては、新規案件による増収要素もあるものの、既存システムの規模縮小
等をカバーしきれず減収となりました。 

 

 続いて7ページをご覧ください。 
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 営業利益については、S&Tは増益達成したものの、他のセグメントは減益となり、特にP&F及
びＥ-ＩＴにおける不採算案件の発生により、大幅な減益となりました。 

  

 不採算案件については、後ほど詳しくご説明しますが、全体で約250億円の損失を発生させ
てしまいました。 

  

 また、P&F、E-ITにおいては、売上減少に伴う利益減も含まれております。 

 

 GBについては、為替影響によるのれん償却費の増加に加え、中国人民元高に伴うオフショ
ア開発原価の増加等により▲15億円の減益となりました。 

 

 これまで、為替は利益には大きく影響しないとご説明しておりましたが、人民元の変動は今
年に入って非常に大きく、日本向けオフショア開発を行っている中国のグループ会社では、為
替影響が無視できない状況になりました。 

 

 続いて8ページをご覧ください。 
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 続きまして、8ページは営業利益の単体、グループ会社別になります。 

 

 今回の決算における減益要素の大部分は、当社単体において発生しております。 

  

 グループ会社については、為替影響によるのれん償却費の増加等により▲3億円の減益と
なりましたが、のれん償却費を除けば増益です。 

 

 続いて9ページをご覧ください。 
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 こちらのスライドはセグメント利益、税金等調整前純利益になります。 

 

 セグメント利益については、営業減益の影響をほぼそのまま受け、 

同様にP&F及びE-ITにおいて大幅減益となりました。 

 

 以上が、第2四半期の決算に関するご説明になります。 

 

9 



 続きまして、通期業績予想の修正内容についてご説明させていただきます。 

 

 11ページをご覧ください。 
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 ご説明した第2四半期の実績を踏まえ、通期の業績予想を今回改めて策定いたしました。 

 

 受注高については、第2四半期の好調さを受け、期初予想から＋800億円増加の1兆3,000億
円といたします。 

 

 一方、利益に関しましては、第2四半期の大幅減益をできる限りカバーすべく、下期に費用削
減を実行いたしますが、期初予想の達成は、非常に困難な状況です。 

 

 よって、皆様には大変申し訳なく思いますが、記載の通り下方修正をいたします。 

 

 下方修正理由の内訳については、次のページでご説明いたします。 
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  まず、売上高については、全社トータルでは修正いたしませんが、 
内訳には変更があります。 
 
 第2四半期実績でもP&F、E-ITで減収となりましたが、通期でも期初予想していたレベルまで
達成するのは難しい状況で、国内で▲200億円の下振れとなる見込みです。 
  
 一方、海外売上については、為替の影響で200億円増加を見込んでいます。 
 
 営業利益については、不採算案件の増加により250億円、国内売上の減少や、中国人民元
高による原価増などにより50億円の下方修正となります。 
 
 不採算案件の下期の追加発生コストについても、想定できる限りは修正予想に織込んでお
ります。 
 
 続きまして13ページをご覧ください。 
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 次に、セグメント別の受注高です。 

 

 GBにおいては、為替の影響も+200億円含まれておりますが、E-ITを除く3つのセグメントにて
上方修正いたします。 

 

 続きまして14ページをご覧ください。 
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 次にセグメント別の売上高です。 

  

 P&Fは、期初予想に既存大規模システムの売上減影響を織り込み、 

一方新規案件でその落ち込み全体をカバーする目論見でしたが、現在の受注残高の売上展
開時期を考慮すると、一部カバーしきれない見込みのため、▲70億円下方修正いたしました。 

 

 E-ITにつきましては、期初からテレコム業界向けビジネスの厳しさは想定していましたが、そ
れ以上に受注環境が悪化しているため、▲160億円下方修正いたします。 

 

 一方、S&TとGBにつきましては上方修正し、トータルでは期初予想を維持いたします。 

 

 続きまして15ページをご覧ください。 
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 次に、セグメント別の営業利益です。 

 

 全社的に費用削減にも取り組んではおりますが、P&F、E-ITにつきましては、不採算案件及
び売上減に伴う粗利減等の影響により大きく下方修正せざるを得ない状況です。 

 

 GBにおいては、第2四半期実績にも現れていた為替影響要素が、通期においても発生する
見込みのため▲20億円の下方修正せざるを得ない状況です。 

 なお、【】内の数字は日本の会計基準でのみ行われるのれん償却費を除いた金額です。 

 

 続きまして16ページをご覧ください。 
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 セグメント利益については、ほぼ営業利益と同様の理由での修正となります。 

 

 数値についてのご説明は以上となりますが、今回、大幅な利益下方修正の原因となった不
採算案件について、その発生原因と損失拡大を防ぐために実施してきた取組み、また今後の
再発防止策についてご説明いたします。 

 

 18ページをご覧ください。 
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 まず、今回の不採算案件に関する状況と今後の見通しでございます。 

 

 主な不採算案件は、P&F及びE-ITの単体における6案件です。これらはすべて当社にとって
新規技術もしくは新規業務になります。 

 また、第1四半期から既に損失計上していたのはE-ITの4件で、P&Fの2件は、第2四半期で
新たに追加となった案件になります。 

 

 それぞれの損失発生原因は、具体的なレベルでは異なるものの、調査・分析を進めた 

結果、いずれも受注時に策定したプロジェクト遂行計画の妥当性について、見極めが不十分
でした。 

 

 例えば、開発が必要な要素の見極めが不十分だったり、過大な生産性に基づいて原価見積
りをしていたため、後半の工程になって計画と大きく乖離する実態となりました。 

 

 この6つの案件については、システムの品質を十分に保ち、損失をできる限り抑え、お客様
にご迷惑をおかけしないよう、全ての案件においてプロジェクトマネージャーを変更し、技術者
を大幅に増員するなどの抜本的な対策を打っております。 

 

 その結果、E-ITでは既に2つの案件で納品が完了し、その他の案件については、問題解決
の見通しが立ってきておりますため、今期に想定される損失については、すべて修正後の予
想値に反映いたしました。 

 

 続いて、今後の新たな不採算案件発生を抑止するための取組みを、19ページにてご説明い
たします。 
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 これまでも当社は、不採算案件抑止のために、各カンパニーに配置したプロジェクトマネジメ
ント支援組織による点検やアドバイス、全社レベルでのモニタリングを行ってきており、昨年度
の損失を削減するなど、効果はあったと考えています。 

 

 しかし、今回のように多額の損失が発生したのは、これらの取組みがプロジェクト遂行計画
の妥当性確保に完全にはつながっていなかったため、と捉えています。 

 

 その理由は、カンパニーにとっての重要案件では、受注することが優先されて、計画の妥当
性が不十分になる、あるいはプロジェクトの報告がモニタリングのベースになっているため、絶
対やりきりたい、というプロジェクトマネージャーの責任感によって、エスカレーションが遅れる
場合があるという点にあります。 

 

 よって、これらの問題点を踏まえ、一定規模以上の新規案件については、社長直轄組織を
新たに作り、そこでプロジェクト遂行計画の妥当性を判断したり、開発期間中に実査をして問
題の早期解決を図るしくみを既に導入しました。 

 

 このしくみにより、計画が不十分であるとコーポレートが判断すれば受注できなくなり、開発
期間中においては、プロジェクトマネージャーが、まだ頑張れますと言っても、コーポレートが
問題ありと判断すれば抜本的対策を打つことが可能になります。 

 その結果、今回のようにリスクの高い案件を複数同時に進めることはなくなると考えていま
す。 

 

 中期経営計画目標達成に向けては、この取組みによって不採算案件を抑止することが必須
でありますから、成果を上げるように取り組んでまいります。 

 

 なお、株主への配当については、期初予想から変更いたしません。 
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 さて、直近の状況と喫緊の課題対応についてご説明いたしましたが、 

 

 最後に、それらを踏まえて、今後、中期経営計画の目標であるGlobal Top 5とEPS 200円の
達成に向けてどのように取り組むかご説明したいと思います。 

20 



 まずは、売上高についてです。今期の業績でもご覧頂けますように、受注は非常に順調に伸
びております。 

 これは、最近の経済状況を背景にしている部分はもちろんありますが、当社が推進している
「リマーケティング」「戦略的Ｒ＆Ｄ」といった中期経営計画の取組みの効果も現れております。 

 ここに記載しているのは国内の売上拡大に向けた分野ごとの戦略です。 

 

 例えば、公共分野や金融分野においては、既存大規模システムの更改受注をしっかり確保
しながら、公共分野での新規ビジネス獲得、日本で実績のある技術の海外展開、金融分野で
のメガバンク基幹システムへの進出など、具体化してきている動きを更に加速していきます。 

 

 E-ITにおいては、当社の既存リレーションや既存のアセットの活用によってターゲットを絞り
込み、既にいくつかの大きな新規顧客の開拓や、新規サービスの展開を進めています。 
 
 また、S&Tにおいては、特にBigDataやネットワーク関連の需要は強く、BigData等のｿﾘｭｰｼｮﾝ
拡販やITO、BPO等競争力のあるソリューションをもとに、P&FやE-ITの新規顧客開拓に貢献
していくという戦略を進めています。 
 
 これらの戦略は、既にいくつも具体的に動いており、受注にも繋がっております。 
 当然、これらの受注から新たな不採算案件を出してはなりませんが、その点については、先
ほどご説明した対策を徹底することにより、売上の拡大と利益成長を両立していきます。 
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 続いて、海外のビジネス拡大についてご説明します。 

 

 まずは、本日同時に発表しました everis Group の買収についてご説明します。 

 当社は、Global Top 5 を目指し、グローバル拠点の拡充を図っておりますが、今回の買収に
より、これまで十分な拠点のなかったスペインや、特に中南米において、サービス提供の基盤
を獲得することができます。 

 また、everis Groupが有するオフショア、ニアショア開発拠点を獲得することで、NTTデータグ
ループの価格競争力や、サービス品質の向上も期待できます。 

 現在の売上規模は800億円弱ですが、今後高成長が期待できる市場において、更なるビジ
ネス拡大を期待しています。 

 

 また、既存のグループ会社においては、グローバルレベルで取り組んでいるオファーリング
強化や、アカウント強化、人財育成のほか、それぞれの環境に応じた売上成長戦略を進めて
います。 

 

 直近ではEMEAの業績は厳しいですが、他の地域との連携などによって、お客様に深く入り
込む、あるいは、ニアショア開発の推進によって価格や品質面での競争力をつける、という戦
略によって、ビジネス成長は十分可能と見ています。 

 また、北米は非常に成長力があり、今回の第2四半期でもケンタッキーフライドチキンや
Pizza Hutを展開しているYum! Brands, Inc.から大規模なアウトソーシングビジネスを受注しま
した。今後も北米市場の拡大が可能であると見ています。 

 

 利益については、のれんの償却負担があるため、特に新規M&Aの貢献は限定的ですが、
EPS目標達成に向けてのプラス材料には十分なっていくと考えます。  
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 次に、利益率を上げるための取組みについてご説明します。 

 

 まず、中計での注力分野の１つ、開発自動化による生産性向上については徹底して取り組
んでおります。今期の適用プロジェクト目標に対しても着実に実績を上げており、開発期間の
大幅な短縮などの成果を上げております。今後、日本国内のみでなく海外拠点にも展開し、成
果の拡大を図っていきます。 

 

 また、管理費については、これまでご説明してきたシェアードサービスセンタの導入のほか、
さらに踏み込んだ削減策も実行しております。 

 

 国内グループ会社においては、統合・再編などによって利益率の低い会社の整理を行って
おり、海外では、特に直近の利益が厳しいEMEA、中国において、経営体制や固定費に踏み
込んだ施策を実行中です。 
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 以上の通り、不採算案件の抑止、ビジネス拡大、利益率の改善を推し進め、 

2016年3月期のEPS200円目標を変えることなく、邁進していきたいと思います。 

 

 今期の数字は、非常に厳しい数字であり、皆様にはご心配を頂く結果となり、 

大変申し訳なく思っておりますが、現在の問題を、しっかり受け止め、 

十分な対策を打つことによって、好調な受注高を着実に売上・利益に展開していきますので、 

何卒、ご理解、ご支援を賜りたいと存じます。 
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 最後に、こちらのスライドには当四半期の主なトピックス全体を整理いたしました。 

 詳細は巻末資料にも記載がありますので、後ほどご覧ください。 

 

 以上で私の説明は終了いたします。 

 

 ご静聴ありがとうございました。 
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（以降、説明省略） 
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